
営業品質向上に向けた各種対策の
主な取り組み状況について

当社は、業務委託先において不適切な営業⾏為が⾏われていたことを踏まえ、営業品質管
理委員会を中⼼に継続して再発防⽌対策に努めているところですが、主な取り組みについて
お知らせさせていただきます。

＜営業品質管理委員会の構成＞
委員⻑ ︓社⻑
副委員⻑︓販売本部⻑、オペレーション本部⻑
メンバー ︓法⼈営業部⻑

お客さま営業部⻑
サービスソリューション事業部⻑
商品開発室⻑
ＣＳ推進室⻑
内部監査室⻑
業務統括室⻑
⽣産性向上・カイゼン推進室⻑

事務局 ︓営業品質管理担当
オブザーバー︓監査役、弁護⼠

【別紙】

＜営業品質管理委員会の様⼦＞



１．委託先における不適切な営業⾏為を防ぐための対策の取り組み（概要）
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実施の⽬的

実施内容

業務委託先への実地監査等によって、委託先の営業品質管理機能や営
業実態等をチェックし、不適切な営業⾏為の防⽌と品質向上を図ること。

のべ66社（2021年4⽉１⽇現在）の委託先に対し、実地監査および定
例報告会を通じた営業品質チェックを実施。（2020年12⽉25⽇お知ら
せ時は27社）

⇒当社が策定した 「営業品質担保のためのガイドライン」に基づき確認を
⾏い、概ね、委託先社内で品質を担保する仕組みや体制が機能してい
たと評価※。評価にあたっては、品質チェックを⾏う役職者名、法令等の研
修計画・実施⼈数・内容や教材の確認などを実施。
※電話勧誘の通話記録を確認する中で、事実に反する説明や、不⼗分な説明等があったため、
当社⽴会いのもと、改めて法令研修を実施した事例もあり。



１．委託先における不適切な営業⾏為を防ぐための対策の取り組み（今後の対応）
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今後の対応

＜委託先等の営業品質チェックの仕組み＞

・当社による実地監査等が未実施の委託先については、早期の全数
実施に向け順次、対応中。

・監査等の実施結果を検証し、確認・評価⼿順や評価基準を精緻化
することで、監査⼿法の標準化を⾏い、より⼀層の営業品質向上等
を⽬指す。

＜実地監査における確認事項のイメージ＞



2．法令違反を発⽣させない取り組み（概要）
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法務部⾨や営業品質管理担当等の積極的な関与により、営業活動
に関するスクリプトについて精緻に作りこむことや、社員・委託先の法令
等に関する知識を向上させることにより、法令違反の発⽣を防ぐこと。

①法令違反リスクを最⼤限排除した、全スクリプトの基本となる⾒本を
社外弁護⼠の協⼒を得て作成。⾒本をもとに、営業活動に関する
既存の全スクリプトの総点検を実施済み。

②社外専⾨家等を交えた電気事業法・ガス事業法・特定商取引法
等に関する社員教育・研修を継続実施。直近では2021年3⽉に
社外弁護⼠を講師に招き、スクリプト⾒本の解説を含めた勉強会
を実施。

③法的なリスク感度の向上を⽬的に、⼀般財団法⼈⽇本産業協会
が認定する「お客様対応専⾨員（CAP）」を「会社推奨資格」とし、
⼀般のお客さまを営業対象とする管理職は取得を責務とした。
⇒ 142名取得（2021年4⽉1⽇現在）

実施の⽬的

実施内容



２．法令違反を発⽣させない取り組み（今後の対応）
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今後の対応

＜スクリプト⾒本・法令研修のイメージ＞

①今後、営業活動における新スクリプト作成の際等にスクリプト⾒本を
参照する他、スクリプトの法令遵守のための項⽬について、理解を
深める研修を実施。

②定期的な勉強会の他、異動等による着任時にも研修を実施。委
託先については新規の契約時や対応要員⼊替時等に法令に関す
る研修実施を仕様に定め、積極的に⽀援。

③当該業務箇所の新任管理職に対しても、「お客様対応専⾨員
（CAP）」の資格取得を積極推奨していく。



3．⾳声データのモニタリングによる業務品質向上の取り組み
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お客さまへの説明の⾳声データモニタリングにより、法令違反の原因と
なり得る営業⾏為を早期に把握、是正する仕組みを構築し、お客さ
まに対する説明⽅法を改善し、品質向上を図ること。

電話営業を⾏う全オペレーターに対する定期的なモニタリングを継
続実施。 1〜3⽉のモニタリングの結果、約500件の不⼗分な説明を
把握。

⇒対象のお客さま全員に、電話もしくは書⾯にてお詫びさせていただく
とともに、追加説明を実施済み。当該オペレーターに対しては、都度
再教育を実施。

継続的に全オペレーターの⾳声データをモニタリングし、早期把握によ
るお客さまへの追加説明と、オペレーターへの再教育等により、不⼗分
な説明の件数低減を⾏い、「電話営業の適正化」を⽬指す。

実施の⽬的

実施内容

今後の対応



4．不適切な営業⾏為を⾃動的に検知する仕組みの検討
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⾳声解析技術を活⽤し、不適切な対応を⾃動的に発⾒する仕組み
を導⼊し、⼤量の電話営業をモニタリングすることで、網羅的かつ早期
に不適切な電話営業を把握すること。

お客さまとの通話データをもとに、法律上、「⾔ってはいけないこと」「⾔
わなくてはいけないこと」を観点として、AI技術を活⽤した検知システ
ムを開発中。

2021年中に⼀部拠点からAI技術を活⽤した検知システムを導⼊、
徐々に適⽤範囲を拡⼤する計画。

実施の⽬的

実施内容

今後の対応

通話データ AIを活⽤した検知システム 絞り込まれた
不適切な通話候補⼀覧
…… …… …… …… ……

…… …… …… …… ……

…… …… …… …… ……

…… …… …… …… ……

…… …… …… …… ……

＜AI技術を活⽤した⾃動検知のイメージ＞

「⾔ってはいけないこと
「⾔わなくてはいけないこと」
を検知


